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1．はじめに
　国立研究開発法人は、研究開発成果の最大化に向けて
主務大臣が策定する「中長期目標」を踏まえ、研究開発等
の業務運営を行うこととされている。総務省所管の国立研
究開発法人情報通信研究機構（NICT）では現行の第5期
中長期目標が2025年度末で期限を迎えることから、2026年
度からの次期中長期目標を見据え、情報通信審議会でその
在り方が検討されてきた。今般、その検討結果が、諮問
第22号「新たな情報通信技術戦略の在り方」に対する

「第5次中間答申」として取りまとめられたところ、本稿で
はその概要をご紹介することとしたい。

2．社会の変化と近年の技術動向等
　第5次中間答申では、検討の土台として、まずは「第4次
中間答申」が取りまとめられた2020年からの社会情勢の変
化と、今後の見通しが整理されている。そこでは、「人手不
足の進展」、「インバウンドの拡大」、「エネルギー消費の増
大」、「自然災害の激甚化」、「サイバー空間上のリスクの増
大」の5つが、5年間での大きな変化として挙げられている。
　また、第4次中間答申において「戦略領域」とされた

「AI」、「Beyond 5G」、「量子情報通信」、「サイバーセキュ
リティ」の4つの技術領域について、近年の動向が整理さ
れている。総括すると、「AI」及び「サイバーセキュリティ」
は社会的重要性がますます増大しており、「Beyond 5G」

及び「量子情報通信」は社会実装に向けて重要な局面を
迎えていると分析されている。

3．2030年代に目指すべき社会像及び　
　研究開発等を通じて貢献すべき目標

　第2章で挙げられた社会情勢の変化と見通しを踏まえ、
我が国の安全保障の確保と国際競争力の強化の観点から、
2030年代に目指すべき社会像が設定された。具体的には、

「激甚化する自然災害に対応した強靭な社会」、「誰もが
ICTの恩恵を享受でき、安心して技術を利用できるデジタ
ル安全社会」、「クリーンエネルギーとデジタルインフラによ
る持続可能で活力のある社会」、「労力の最小化と利益の
最大化を可能にする人間中心のAI社会」の4つである。
　その上で、2030年代に目指すべき社会像を踏まえ、NICT
が研究開発等を通じて貢献すべき目標（貢献目標）が設
定された。具体的には、「災害に強く、強靭な社会インフラ
の構築」、「安全で、信頼できる情報通信環境の構築」、

「GX・DXを支える持続可能なICT基盤の構築」、「DXを通
じた効率化・合理化、新たな価値の創造」の4つである。

4．次期中長期においてNICTに期待する
役割（ミッション）  　　　　　　

　第2章の整理とともに、ヒアリングを通じて民間企業等か
ら示されたNICTへの期待や、社会情勢の変化に伴う国立
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■図1．次期中長期においてNICTに期待する役割（ミッション）
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研究開発法人の役割の変化等を踏まえ、NICTに期待する
役割（ミッション）が提示された。具体的には、①国際競
争力の強化や経済安全保障の確保等をはじめとした我が
国の重要政策の実現への貢献、②民間投資や人材育成を
活性化するための触媒となる産学官連携の中核・連結点と
しての役割、③民間企業等におけるイノベーションを支援
する機能の充実・強化、④機構法に基づく社会経済活動
を根底から支えている重要業務の継続的かつ安定的な実
施、の4点である。
　NICTのミッションが明確に打ち出されたことは、本答申
の1つの特徴であると言える。国の政策へのコミットメント
や、産学官連携の中核・連結点としての役割が明記された
ほか、近年、研究開発及びその成果の社会実装のみならず、
民間企業等におけるイノベーションを支援することも期待さ
れていることを踏まえ、その充実・強化が柱の1つに据えら
れている（図1）。

5．戦略的に推進すべき技術領域
　我が国の重要政策の実現に不可欠な技術であり、産学
官一体となり、横断的かつ戦略的な取組みを強力に推進す
べきものを「戦略領域」と位置付け、「AI・コミュニケーショ
ン」、「Beyond 5G」、「量子情報通信」、「サイバーセキュリ
ティ」が戦略領域として特定された。その上で、これら戦
略領域において、NICTが民間投資や人材育成を活性化す
るための触媒となるべく、中長期的なビジョンを構想し、
産学官で共有しながら、基礎的・基盤的な研究開発から
社会実装までを連携して取り組んでいく産学官連携の中
核・連結点としての役割を果たすべきであるとされている。
　戦略領域は第4次中間答申から引き続きとなるが、近年

の社会情勢の変化、技術の進展及び市場の動向等を踏ま
えた内容の見直しが行われている。例えば、「AI・コミュ
ニケーション」領域では高品質な日本語データの蓄積・提
供を通じた信頼性あるAI開発力を強化すること、「Beyond 
5G」領域ではテストベッドの機能を拡張しイノベーションハ
ブとして民間提供すること、「量子情報通信」領域では多
様なユースケースを検証して社会実装に向けた取組みを加
速化させるために既存の量子暗号ネットワークテストベッド
を高度化・拡充すること、「サイバーセキュリティ」領域で
は一次データ収集能力の強化と併せて人材も含めた体制の
整備を推進することなどが掲げられている（図2）。

6．重点的に推進すべき基礎的・
基盤的研究開発分野等　

　我が国社会を支える情報通信分野の基礎的・基盤的な
技術であり、中長期的な視点に立って研究開発等に取り組
むべきものを「重点分野」と位置付け、ICTを専門とする
我が国唯一の国立研究開発法人として蓄積された技術力
や知見・経験等を最大限活用する観点から、「電磁波先進
技術」、「革新的ネットワーク」、「サイバーセキュリティ」、「ユ
ニバーサルコミュニケーション」、「フロンティアサイエンス」
が重点分野として特定された。その上で、これら重点分野
の研究開発等を通じて、2030年代に目指すべき社会像の
実現に貢献すべきであるとされている。
　また、貢献目標に資する技術として、特に重点的に取り
組むべきものを「重点課題」と位置付け、重点分野ごとに
重点課題が特定されている。
　さらに、上記重点5分野に加え、「次世代サイバーフィジ
カルシステム」や「テラヘルツ波ICTプラットフォーム技術」、

■図2．戦略的に推進すべき技術領域（戦略4領域）
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「グローバル量子セキュアネットワーク技術」など、我が国
のイノベーションの基盤となる研究開発課題については、
NICT内外の連携等を通じて情報通信技術そのもののアッ
プデートに資するものであり、中長期的な視点から研究開
発等に取り組むべきとされている（図3、4）。

7．NICTの社会実装機能・外部連携機能等
　NICTの研究開発成果を民間企業や大学等に橋渡しする
ための機能を「社会実装機能」、NICTが有する施設・設
備や蓄積された知見等を活用して民間企業等のイノベー
ションを促進するための機能を「外部連携機能」とし、そ
れらの充実・強化の方向性が示された。具体的には、次の
6点である。

（1）我が国発の技術の社会実装を促進するためのイノベー

ションハブ機能の強化

　NICTが外部に共用するテストベッドについて、NICTが
“使ってほしいテストベッド”ではなく、ユーザが“使いた
いテストベッド”へと改善していく必要性が述べられている
ほか、NICTが有する施設・設備や蓄積された知見等をよ
り一層有効活用することや、GPAI東京専門家支援センター
の運営を通じて得た知見をNICTの研究開発及び国内の関
係コミュニティに還元していく役割を積極的に担うことなど
が示されている。

（2）NICTの研究資金配分機関としての機能の強化

　社会実装・海外展開を目指した戦略的投資を推進するプ
ロモーターとなり、目利き人材の確保・活用とともに、研究

■図4．重点分野ごとの重点課題

■図3．重点的に推進すべき基礎的・基盤的研究開発分野等
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者や企業等との対話を通じて、市場や技術の動向、社会ニー
ズを踏まえた課題・テーマ設定を行うことで、社会実装に
向けた研究開発を推進すべきなどとされている。

（3）NICTにおける研究開発成果の社会実装推進体制の

強化

　マーケティングや製品化・事業化支援、知的財産の管理・
活用などについて、成果活用等支援法人といった体制も含
め最適な体制の在り方を検討し、NICTの技術シーズと外
部機関のニーズの橋渡しを担う体制を整備することや、初
期段階から外部と連携して研究開発を進めることにより、
部分的な社会実装の早期実現を図ることなどが示されてい
る。

（4）NICTにおける人材の育成・確保

　新技術に対応した研究人材の育成・確保のため、研究
分野だけではなく、技術や個人にも着目した柔軟な評価や
インセンティブ付与の仕組みを検討することや、研究成果
の活用・社会実装を支援できる人材や研究開発活動の企
画・マネジメントをできる人材の確保・活用を図ることなど
が示されている。

（5）戦略的な標準化活動の推進

　NICTが我が国の標準化活動を引き続きけん引していく

べきであるとした上で、標準化自体を目的化するのではな
く、ビジネス化・収益化も意識した戦略を検討することが
必要であるなどとされている。

（6）スタートアップ支援の推進

　NICTの研究開発成果を活用するスタートアップを支援す
るため、NICTの研究者が籍を残したまま起業しやすくす
るなど、研究者が利用しやすいスタートアップ支援制度を
用意することや、地域発ICTスタートアップを支援する「全
国アクセラレータ・プログラム」の取組改善などが示されて
いる（図5）。

8．おわりに
　近年、デジタル分野において海外依存が高まる中、安
全保障の観点からも、「オール光ネットワーク」や「量子暗
号通信」など、デジタルインフラの中核となる技術・システ
ムの競争力を強化し、海外展開を進めることが必要である。
総務省としては、NICTが産学官連携の中核・連結点とし
ての役割を果たし、国際競争力の強化や経済安全保障の
確保をはじめとした我が国の重要政策の実現に貢献すべ
く、今般の第5次中間答申をNICTの次期中長期目標へと
適切に反映するとともに、NICTと密接に連携・協力して、
各施策を着実に推進してまいりたいと考えている。
� （2025年6月10日 情報通信研究会より）

■図5．NICTの主な社会実装機能・外部連携機能等（現状）
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